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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間における、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

回次 
第50期 

第２四半期 
累計期間 

第51期 
第２四半期 
累計期間 

第50期 

会計期間 
自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

売上高 (千円) 5,376,069 4,821,976 11,455,360 

経常利益 (千円) 255,582 143,659 622,249 

四半期(当期)純利益 (千円) 163,758 92,130 377,471 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 2,160,418 2,160,418 2,160,418 

発行済株式総数 (千株) 11,912 11,912 11,912 

純資産額 (千円) 7,979,370 8,168,527 8,137,659 

総資産額 (千円) 10,113,054 10,082,470 10,303,336 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 15.87 8.94 36.60 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 6.00 7.00 14.00 

自己資本比率 (％) 78.9 81.0 79.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 37,184 498,527 218,927 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △145,509 △95,141 △216,205 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △57,200 △86,908 △125,735 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 1,491,182 1,850,172 1,533,694 
 

回次 
第50期 

第２四半期 
会計期間 

第51期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 
自 平成25年７月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成26年７月１日 
至 平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.95 4.54 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

（1）経営成績の分析 

当第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）における国内住宅建材市場は、前期に

生じた消費税増税を前にした駆け込みによる新設住宅の着工戸数の増加等の反動により、前年同期に比べ低調に推

移いたしました。 

このような状況のなか、当社の経営成績も、消費税増税の影響が当初の想定より大きく、前年同期に比べ主力製

品である新設戸建住宅用建材及びリフォーム用住宅建材の受注が減少する結果となりました。 

その結果、売上高は48億２千１百万円（前年同期53億７千６百万円,10.3％減）となりました。 

利益面につきましては、営業利益は８千万円（前年同期２億２千３百万円,64.0％減）、経常利益は１億４千３

百万円（前年同期２億５千５百万円,43.8％減）、四半期純利益は９千２百万円（前年同期１億６千３百万

円,43.7％減）となりました。 

  

（2）財政状態の分析 

資産合計は、前事業年度末に比べて2.1％減少し、100億８千２百万円となりました。 

これは、主に現金及び預金が３億１千６百万円増加したこと、受取手形（電子記録債権を含む）及び売掛金が５

億５千６百万円減少したこと等によるものであります。 

負債合計は、前事業年度末に比べて11.6％減少し、19億１千３百万円となりました。 

これは、主に支払手形及び買掛金が１億５千５百万円、未払法人税等が１億１千６百万円減少したこと等による

ものであります。 

純資産合計は、前事業年度末に比べて0.4％増加し、81億６千８百万円となりました。 

これは、主に当四半期純利益９千２百万円の計上による増加及び前期期末配当金８千２百万円の支払い並びに退

職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更にともなう３千９百万円の減少の差引により利益剰余金が２千９百万円

減少したこと、その他有価証券評価差額金が６千万円増加したことによるものであります。 
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（3）キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、18億５千万円（前年同期末14億９千１百万円,24.1％

増）となり、前事業年度末に比し３億１千６百万円の増加となりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億９千８百万円となりました。これ

は、主に税引前四半期純利益の計上、売上債権の減少、法人税等の支払によるものであります。 

また、前年同期３千７百万円に比し増加した理由は、主に売上債権が減少したことによるものであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△９千５百万円となりました。これは、

主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

また、前年同期△１億４千５百万円に比し増加した理由は、主に有形固定資産の取得による支出が減少したこと

によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△８千６百万円となりました。これは、

主に配当金の支払による支出によるものであります。 

また、前年同期△５千７百万円に比し減少した理由は、主に配当金の支払による支出が増加したことによるもの

であります。 

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

（5）研究開発活動 

当第２四半期累計期間の研究開発費は５千８百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 37,000,000 

計 37,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 11,912,515 11,912,515 
東京証券取引所 
（市場第二部） 

単元株式数 100株 

計 11,912,515 11,912,515 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年９月30日 ― 11,912,515 ― 2,160,418 ― 2,233,785 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

（注）上記のほか当社所有の自己株式1,606千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合13.49％）があります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５個）含まれ

ております。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１―88 3,740 31.40 

積水化学工業株式会社 大阪市北区西天満２丁目４番４号 703 5.91 

アルメタックス従業員持株会 
大阪市北区大淀中１丁目１―30  
梅田スカイビルタワーウエスト20階 

458 3.85 

鈴木 信幸 新潟県三条市 170 1.43 

遠山 和子 神奈川県横須賀市 130 1.09 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５―５ 121 1.02 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 121 1.02 

石川 晋 兵庫県宝塚市 115 0.97 

引間 龍冶 兵庫県川西市 102 0.86 

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13―１ 100 0.84 

計 ― 5,762 48.38 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式 1,606,700 
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,285,800 
102,858 ― 

単元未満株式 
  

  

普通株式 20,015
 

― 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 11,912,515 ― ― 

総株主の議決権 ― 102,858 ― 
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② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

  

 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
アルメタックス株式会社 

大阪市北区 
大淀中１丁目１―30 

1,606,700 ― 1,606,700 13.49 

計 ― 1,606,700 ― 1,606,700 13.49 
 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 
社長執行役員 

代表取締役社長 小原 肇 平成26年７月１日 

取締役専務執行役員 
(生産部門担当) 

専務取締役 
(生産部門担当) 

松原 泰稚 平成26年７月１日 

取締役常務執行役員 
(設計技術部担当) 

常務取締役 
(設計技術部門担当) 

矢田 肇 平成26年７月１日 

取締役常務執行役員 
(生産技術部、品質改善推進

室担当) 

常務取締役 
(生産技術部、品質改善推進

室担当) 
古川 徳三 平成26年７月１日 

取締役常務執行役員 
(経理部長) 

常務取締役 
(経理部長) 

筒井 孝至 平成26年７月１日 

取締役執行役員 
(監査室長) 

取締役 
(監査室長) 

清家 由和 平成26年７月１日 

取締役執行役員 
(管理部長) 

取締役 
(管理部長) 

生川 聖一 平成26年７月１日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,533,694 1,850,172 

    受取手形及び売掛金 1,728,602 1,517,338 

    電子記録債権 1,570,599 1,225,380 

    商品及び製品 113,851 105,427 

    仕掛品 17,234 12,235 

    原材料及び貯蔵品 382,924 382,950 

    その他 199,460 206,763 

    貸倒引当金 △2,804 △2,331 

    流動資産合計 5,543,563 5,297,936 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 1,199,404 1,157,072 

      土地 1,494,526 1,494,526 

      その他（純額） 577,595 569,466 

      有形固定資産合計 3,271,526 3,221,065 

    無形固定資産 21,215 24,377 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 651,304 739,911 

      関係会社株式 682,005 688,712 

      その他 141,869 118,613 

      貸倒引当金 △8,148 △8,148 

      投資その他の資産合計 1,467,031 1,539,090 

    固定資産合計 4,759,773 4,784,533 

  資産合計 10,303,336 10,082,470 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 1,092,445 936,550 

    未払法人税等 162,552 45,957 

    賞与引当金 150,000 162,534 

    その他 325,654 292,364 

    流動負債合計 1,730,652 1,437,406 

  固定負債     

    退職給付引当金 - 33,748 

    その他 435,025 442,787 

    固定負債合計 435,025 476,535 

  負債合計 2,165,677 1,913,942 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,160,418 2,160,418 

    資本剰余金 2,584,559 2,584,559 

    利益剰余金 3,526,066 3,496,080 

    自己株式 △398,894 △398,894 

    株主資本合計 7,872,149 7,842,163 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 367,229 428,083 

    土地再評価差額金 △101,719 △101,719 

    評価・換算差額等合計 265,509 326,363 

  純資産合計 8,137,659 8,168,527 

負債純資産合計 10,303,336 10,082,470 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 5,376,069 4,821,976 

売上原価 4,253,251 3,878,652 

売上総利益 1,122,817 943,324 

販売費及び一般管理費 ※1  899,400 ※1  863,000 

営業利益 223,417 80,323 

営業外収益     

  受取利息 162 161 

  受取配当金 24,940 31,666 

  受取保険金 － 26,267 

  仕入割引 4,299 3,378 

  その他 4,920 5,448 

  営業外収益合計 34,324 66,921 

営業外費用     

  売上割引 2,047 2,224 

  その他 111 1,361 

  営業外費用合計 2,159 3,585 

経常利益 255,582 143,659 

特別利益     

  投資有価証券売却益 34,019 － 

  固定資産売却益 57 － 

  特別利益合計 34,076 － 

特別損失     

  投資有価証券評価損 6,091 － 

  固定資産除却損 1,465 1,414 

  特別損失合計 7,556 1,414 

税引前四半期純利益 282,102 142,244 

法人税、住民税及び事業税 101,600 34,300 

法人税等調整額 16,744 15,814 

法人税等合計 118,344 50,114 

四半期純利益 163,758 92,130 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 282,102 142,244 

  減価償却費 129,975 136,575 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 151 △473 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 26,000 12,534 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） - 33,748 

  受取利息及び受取配当金 △25,103 △31,827 

  受取保険金 - △26,267 

  固定資産売却損益（△は益） △57 - 

  有形固定資産除却損 1,465 1,414 

  投資有価証券評価損益（△は益） 6,091 - 

  有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △34,019 - 

  売上債権の増減額（△は増加） △175,637 549,305 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △46,873 13,397 

  その他の流動資産の増減額（△は増加） △34,450 △39,659 

  仕入債務の増減額（△は減少） △18,662 △137,525 

  未払消費税等の増減額（△は減少） 1,619 22,773 

  その他の流動負債の増減額（△は減少） 40,483 △46,805 

  その他 △20,792 △39,356 

  小計 132,292 590,078 

  利息及び配当金の受取額 25,103 31,827 

  保険金の受取額 - 26,267 

  法人税等の支払額 △120,211 △153,933 

  法人税等の還付額 - 4,288 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 37,184 498,527 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △234,125 △85,978 

  有形固定資産の売却による収入 300 - 

  無形固定資産の取得による支出 △2,175 △5,005 

  固定資産の除却による支出 △679 △3,000 

  投資有価証券の売却による収入 92,019 - 

  関係会社株式の取得による支出 △611 △820 

  長期貸付金の回収による収入 310 - 

  その他の収入 6 752 

  その他の支出 △554 △1,089 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △145,509 △95,141 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  配当金の支払額 △51,683 △82,467 

  自己株式の取得による支出 △1,134 - 

  その他の支出 △4,382 △4,440 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △57,200 △86,908 

現金及び現金同等物に係る換算差額 - - 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △165,525 316,478 

現金及び現金同等物の期首残高 1,656,707 1,533,694 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,491,182 ※1  1,850,172 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間につい

て従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。退職給付会計基準等の適用につ

いては、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期累計期間の期首において、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第２四半期累計期間の期首の前払年金費用が23,492千円減少するとともに退職給付引当金が61,600

千円増加し、利益剰余金が39,670千円減少しております。なお、当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微

であります。 

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  

(四半期貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の四半期末残高は四半期貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の残高と同額でありま

す。 

  

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

運搬費 193,291千円 174,368千円 

役員報酬 98,268  86,754  

給料及び手当 210,193  218,263  

賞与引当金繰入額 66,959  61,755  

法定福利費 47,677  45,220  

賃借料 54,423  52,452  

研究開発費 45,204  58,297  

支払手数料 58,567  52,807  
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(株主資本等関係) 

  

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

  

１ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの 

  

２ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

  

１ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの 

  

２ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 51,583 ５ 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年11月７日 
取締役会 

普通株式 61,879 ６ 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 82,446 ８ 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年11月６日 
取締役会 

普通株式 72,140 ７ 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

  セグメント情報については、住宅建材部門の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

  セグメント情報については、住宅建材部門の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(金融商品関係) 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 1 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2 １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

  

１株当たり四半期純利益金額 15.87円
 

  

１株当たり四半期純利益金額    8.94円
 

 

項目 
前第２四半期累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日) 

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 163,758 92,130 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 163,758 92,130 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,316 10,305 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式について前事業年度末からの重要な変動が
ある場合の概要 

潜在株式はありません。 
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２ 【その他】 

第51期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。 

 ① 配当金の総額                  72,140千円 

 ② １株当たりの金額               ７円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年12月５日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成26年11月４日 

アルメタックス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルメタックス

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第51期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から

平成26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アルメタックス株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

  

 

  
 

  
 

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
 

    
 

指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 井 上 嘉 之 印 

 

指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石 原 伸 一 印 

 

      
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成26年11月11日 

【会社名】 アルメタックス株式会社  

【英訳名】 ALMETAX MANUFACTURING CO., LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 社長執行役員  小 原  肇  

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 大阪市北区大淀中１丁目１番30号   

【縦覧に供する場所】 アルメタックス株式会社 東京支店  

 (東京都新宿区西新宿８丁目14番24号 西新宿KFビル) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 社長執行役員小原肇は、当社の第51期第２四半期（自  平成26年７月１日  至  平成26年９

月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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